
令和６年度支部保険者機能強化予算を活用した事業実施結果

● 支部保険者機能強化予算は、「医療費適正化等の保険者機能を更に発揮するべき」との運営委員会や

支部評議会でのご意見も踏まえ、令和元年度に創設。

● 戦略的保険者機能の更なる強化を着実に実施していくためには、「支部ごとの課題を本部・支部間で

明確に共有し、課題の解決を図る」ことが重要。

このため、令和４年度より「本部・支部間の連携強化の方策」を開始したところであり、その一環と

して、支部において容易にデータ抽出・加工等が可能となる「情報系システム」を構築し、令和５年１

月より運用を開始。

また、支部（地域）ごとの戦略的保険者機能の発揮に向けた取組を更に後押しするため、令和５年度

より支部保険者機能強化予算を拡充したほか、令和６年度には被扶養者の集団健診（協会主催）時にお

けるオプション健診（骨粗鬆症検診、歯科検診、眼底検査）の実施に向けた予算も創設。

● 支部においては、支部保険者機能強化予算を活用し、データ分析により洗い出した支部（地域）ごと

の健康課題等の解決や、加入者の健康度の向上に向けた取組等を実施（主な取組事例は次頁参照）。

● なお、令和６年度支部保険者機能予算額50.5億円に対し、執行額は33.6億円（予算執行率66.7％）で

あった。予算執行（活用）の最適化に向けて、引き続き本部と支部で連携し対応を進めてまいりたい。

※令和５年度支部保険者機能予算額は48.2億円、執行額は31.2億円（予算執行率64.8％）
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【令和６年度支部保険者機能強化予算を活用した取組事例】

取組事例①：新潟支部「業界団体との連携による受診勧奨」

概要

✓ 血圧リスク保有割合の高い業界団体である運輸業と連携し、運輸関係事業所で勤務する運転者の健康起因事故
の発生防止や健康づくりの推進、協会の保健事業の周知を目的に、北陸信越運輸局と連名でドライバー啓発用ポス
ター及び事業主・労務担当者向けリーフレットデータを作成。

✓ 作成したデータは、北陸信越運輸局・トラック協会・バス協会・ハイヤータクシー協会に対し、各団体のホー
ムページや会員企業向けのメール等での掲示・啓発を依頼した。

結果

✓ トラック協会・バス協会・ハイヤータクシー協会に支部職員が訪問し、第３期データヘルス計画の説明と併せ
て、健康起因事故発生防止のための活用ツールであることを説明したことで、会員企業への積極的な発信について
ご協力いただいた。また、訪問による直接の依頼や会員企業への発信を通じて、「毎日の血圧測定」（会社内に血
圧計を設置し、毎日の血圧測定に取り組む）の重要性に関して一定の浸透が図られたものと考えている。
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《事業主・労務担当者向けリーフレット》



取組事例②：熊本支部「上手な医療のかかり方の勧奨」

概要

✓ レセプトデータを活用し「①ポリファーマシー（多剤服用の有害事象）」、「②急性気道感染症等での抗菌薬
服用」、「③頻回・重複受診」、「④不急（主に慢性疾患）の時間外受診」、「⑤後発医薬品のある先発医薬品
服用」の対象者を抽出し、対象者へそれぞれに対応した（５パターン）リーフレットを送付。

✓ また、熊本県内の全医科医療機関（※）に対し、レセプトデータを活用した「時間外受診」、「後発医薬品切
替」、「多剤・重複投薬」、「抗菌薬使用状況」に関する情報提供（リーフレットの送付）を実施したほか、本
情報提供の満足度等に関するアンケート調査も実施。
※九州厚生局が公表している保険医療機関として指定されている医療機関一覧のうち歯科、薬局、保健所を除く全件（1,362件）。

結果

✓ 対象者（加入者）に対するリーフレット送付の効果検証は、令和７年度に実施。
✓ 医科医療機関に対するアンケート調査は250機関より回答があり、本情報提供について「非常に良い・良い」
と回答された割合は50.8％と半数を超えており、一定の成果はあったものと考えている。

なお、本アンケート調査の結果を含む事業実施状況については、熊本県、県保険者協議会、県医師会、県薬剤
師会等の関係団体へ展開しており、課題や目的の共有のほか、協働した新たな取組につながることも期待できる。
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《加入者向けリーフレット（ポリファーマシー（多剤服用の有害事象））》
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《加入者向けリーフレット（急性気道感染症等での抗菌薬服用）》

《医療機関向けリーフレット》
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取組事例③：大阪支部「大阪府・大阪商工会議所との共催による健康経営セミナーの開催」

概要

✓ 健康経営の推進と健康宣言事業所の新規獲得を目指し、大阪府・大阪商工会議所との共催による健康経営セ
ミナーを年２回開催。現地参加のほかZoomウェビナーによるオンラインでの参加方法も設定。

✓ セミナーの講演終了後、個別相談会を開催し事業所の取組状況に応じたサポートも実施。
✓ また、２回目のセミナーについては、健康経営優良法人認定の申請期間に実施。外部講師と協会による講演
のほか、健康経営優良法人認定の申請ポイントに関して経済産業省近畿経済産業局に説明いただくことにより、
セミナーの満足度を高めた。加えて、セミナーに申し込んだ事業所にはYouTubeでのアーカイブ配信も実施。

結果
✓ 来場者とオンライン参加者を合わせて、延べ769人の方に周知等を図ることができた。
✓ また、アンケートに「満足」、「おおむね満足」と回答した方の割合が90％以上であり、高い評価が得られ
たものと考えている。

《開催案内》 《セミナーの様子》



取組事例④：兵庫支部「メンタルヘルスセミナーの実施」

概要
✓ 職場におけるメンタルヘルス不調が増加する中、職場でのメンタルヘルス対策に取り組む必要性が高まってい
ることを受け、兵庫県社会保険協会及び兵庫産業保健総合支援センターと連携し、事業所の全従業員向けと管理監
督者向けのオンラインセミナーを実施。

結果

✓ オンラインセミナーでは２種類の動画配信（セルフケア編・ラインケア編：各60分）を実施。合計視聴回数は
3,157回と令和５年度に実施した配信よりも500回程度増加。セミナーの満足度等を測るため実施したアンケート調
査でも「大変参考になった」「参考になった」という回答が72.6％（２セミナーの平均）と好評であった。また、
「メンタルヘルス対策は事業所の規模に関係なく必要であること」のエビデンス（傷病手当金支給状況より分析）
を広報媒体に記載したことにより、加入事業所全体へのアプローチも可能とした。
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機密性2

【令和６年度 支部保険者機能強化予算を活用した取組及び執行額等】

分野 区分 主な取組
計画 実績

予算額 執行額 執行率

医療費適正化
対策経費

医療費適正化対策 （企画部門）
○ジェネリック医薬品の使用促進
○適正受診・適正服薬対策
○医療費分析

（業務部門）
○健康保険委員委嘱勧奨
○柔道整復施術療養費に関する啓発

2.3億円
（2.3億円）

1.7億円
（1.4億円）

73.3%
（59.9%）

広報・意見発信
経費

紙媒体による広報 ○納入告知書に同封するチラシ、各種パンフレットやポス
ターなど

2.2億円
（2.3億円）

1.4億円
（1.3億円）

62.2%
（57.0%）

その他の広報 ○複数の広報媒体を総合的に活用した医療費適正化対策
に関する広報
○ジェネリック医薬品の使用促進に係る広報
○適正受診に係る広報
○インセンティブ制度に係る広報

3.3億円
（3.2億円）

2.7億円
（2.9億円）

82.2%
（90.0%）

健診関連経費 事業者健診の結果
データの取得

○事業所への事業者健診データ取得勧奨及び事業者健診
結果（紙媒体）のデータ入力委託
○健診機関及び事業主が事業者健診結果のデータを作成
した場合に支払う作成費等

6.3億円
（6.4億円）

4.4億円
（3.9億円）

69.3%
（61.6%）

集団健診 ○協会主催の集団健診の実施
○特定健診と自治体の集団健診やがん検診との同時実施

7.6億円
（7.3億円）

5.1億円
（5.3億円）

68.0%
（72.3%）

○被扶養者の集団健診（協会主催）時におけるオプション健
診（骨粗鬆症検査等）の実施

3.0億円
（-億円）

1.5億円
（-億円）

49.8%
（-%）

健診推進経費 ○（健診機関、業界団体、商工会議所等を対象として）健
診の実施率向上や事業所健診データの早期提供等を図る
取組に対して目標を達成した場合に支払う報奨金

2.3億円
（2.5億円）

1.2億円
（1.3億円）

52.5%
（51.5%）

健診受診勧奨等経費 ○健診案内時に同封するリーフレット等の作成
○被扶養者の受診勧奨
〇被保険者への個別勧奨

4.3億円
（4.3億円）

2.6億円
（2.7億円）

60.7%
（62.9%）

※（）は前年度数値
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支部保険者機能強化予算 合計
（支部医療費適正化等予算＋支部保健事業予算）

予算総額 執行総額 執行率

50.5億円
（48.2億円）

33.6億円
（31.2億円）

66.7%
（64.8%)

（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。

※（）は前年度数値



分野 区分 主な取組
計画 実績

予算額 執行額 執行率

保健指導経費 保健指導推進経費 ○一定規模以上（健診受診者数1,000人以上）の特定保健
指導実施機関を対象に、特定保健指導実施機関における
特定保健指導実績の向上に向けた取組の動機づけとなるよ
う、特定保健指導実績に対して支払う報奨金

0.6億円
（0.７億円）

0.4億円
（0.4億円）

65.7%
（53.2%）

保健指導利用勧奨
経費

○勧奨文書等の作成
○貸会議室等を利用した特定保健指導の実施
○外部委託による電話や文書等での特定保健指導の利用
勧奨

2.5億円
（2.5億円）

1.5億円
（1.3億円）

60.3%
（49.9%）

その他 ○特定保健指導の中間評価時における血液検査費用、保
健指導用のパンフレット作成等に係る経費等

1.8億円
（1.9億円）

1.3億円
（1.2億円）

74.5%
（64.2%）

コラボヘルス
事業経費

コラボヘルス事業
情報提供ツール

○研修会、セミナーの開催
○事業所の健康づくりのフォローアップ
○健康宣言事業の普及・促進のための事例集やパンフレット、
チラシ作成
○事業所健康度診断（事業所カルテ）等の作成・提供

5.1億円
（4.9億円）

3.7億円
（3.1億円）

71.4%
（63.3%）

重症化予防
事業経費

未治療者受診勧奨 ○勧奨文書等の作成及び外部委託による電話や文書等で
の勧奨
○勧奨文書等の作成

5.1億円
（3.8億円）

3.4億円
（2.8億円）

67.0%
（73.6%）

重症化予防対策 ○勧奨文書等の作成
○地域医師会や薬剤師会等との連携による重症化プログラ
ムの実施
○医療機関やかかりつけ医と連携した専門機関による生活
改善サポート及び保健指導の実施

1.6億円
（3.1 億円）

0.7億円
（1.6億円）

44.3%
（53.4%）

その他の経費 その他の保健事業 ○広報関係
○イベント・ブース出展
○歯周病、う蝕 対策
○健康講座・健康教室・セミナーの開催
○喫煙対策
○メタボ対策
○健康意識の啓発を目的とした通知作成
○有識者等から保健事業に係る意見及びアドバイスを受け
た場合に支払う謝金

2.5億円
（2.8億円）

2.0億円
（1.9億円）

82.4%
（67.5%）

※（）は前年度数値
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（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。



（参考）

令和７年３月21日開催「第135回運営委員会」資料1-9（一部抜粋）

～令和７年度支部保険者機能強化予算を活用した主な取組予定のご紹介～
（データー分析により洗い出した支部（地域）ごとの健康課題等の解決に向けた取組）
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令和７年度支部保険者機能強化予算について

● 支部保険者機能強化予算は、「医療費適正化等の保険者機能を更に発揮するべき」との

運営委員会や支部評議会でのご意見も踏まえ、令和元年度に創設。

● 戦略的保険者機能の更なる強化を着実に実施していくためには、「支部ごとの課題を本

部・支部間で明確に共有し、課題の解決を図る」ことが重要。

このため、令和４年度より「本部・支部間の連携強化の方策」を開始したところであり、

その一環として、支部において容易にデータ抽出・加工等が可能となる情報系システムを

構築し、令和５年１月より運用を開始。

また、支部（地域）ごとの戦略的保険者機能の発揮に向けた取組を更に後押しするため、

令和５年度より支部保険者機能強化予算を拡充したほか、令和６年度には被扶養者の集団

健診（協会主催）時におけるオプション健診（骨粗鬆症検診、歯科検診、眼底検査）の実

施に向けた予算も創設。

➢ 令和７年度支部保険者機能強化予算の所要見込額は51.0億円（前年度49.9億円）

● 引き続き本部・支部連携の下、これらを活用した支部（地域）ごとの健康課題等の解決

や、加入者の健康度の向上に資する取組について、更なる推進を図っていく。
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事例①【年齢調整後1人当たり医療費の全国平均からの乖離率寄与度（2023年度）支部別/診療種別】
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・情報系システムを活用することにより、簡単な操作で容易に支部（地域）ごとの集計結果の確認・比較が可能。
・支部では本分析をはじめ、事業企画も見据えて地域別、年齢別、業態別、疾病別等の深掘分析を実施。



事例②【年齢調整後1人当たり医療費の全国平均からの乖離率寄与度（2023年度）支部別/疾病分類別】《入院》

（長崎）新生物、筋骨格系及び結合組織の疾患等の寄与度が高い

（青森）新生物、神経系の疾患等の寄与度が高い

（広島）新生物、精神及び行動の障害等の寄与度が高い
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事例③【年齢調整後1人当たり医療費の全国平均からの乖離率寄与度（2023年度）支部別/疾病分類別】《外来》

（青森）新生物、循環器系の疾患等の寄与度が高い

（広島）新生物、精神及び行動の障害等の寄与度が高い

（長崎）循環器系の疾患、筋骨格系及び結合組織の疾患、
神経系の疾患等の寄与度が高い
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事例④【年齢調整後1人当たり医療費の全国平均からの乖離率寄与度（2023年度）支部別/疾病中分類（新生物・一部抜粋）】

（青森）多くの部位で全国平均を上回る。
特に「気管、気管支及び肺」、「結腸」、「直腸」が高い

（長崎）多くの部位で全国平均を上回る。
特に「結腸」、「気管、気管支及び肺」、「乳房」が高い
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・中分類（「新生物」の部位別で見た医療費（入院＋外来）の全国平均からの乖離率寄与度）での分析も容易に実施可能。



事例⑤【（年齢調整後）喫煙者の割合（地域差指数ー１）（2023年度）支部別】

・質問票の集計データ（喫煙、運動・食習慣、睡眠等）の「地域差指数-1」の分析についても、容易に実施可能。
（業態別、地域別（二次医療圏）での分析も可能）

（青森）喫煙が発症リスクを高める「気管、気管支及び肺」、「腸（結腸、直腸）」の悪性新生物の医療費が高い

（長崎）喫煙が発症リスクを高める「結腸」、「気管、気管支及び肺」、「乳房」の悪性新生物の医療費が高い
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事例⑥【（年齢調整後）睡眠で休養が取れていない者の割合（地域差指数-1）（2023年度）支部別】

広島

富山※

16

（※富山支部の取組）
・富山県との共同分析により、富山県は睡眠で休養が取れていない者の割合が全国

ワースト1位であることについて、Webを活用した広報等を通じて広く県民に周知し
ているほか（令和4年7月25日開催第117回運営委員会でご紹介）、富山県との共催に
よる睡眠シンポジウムを開催。

・令和7年度においては、健康宣言事業所を対象とした睡眠に関するオンデマンド講座
等の新たな取組も展開

島根

（参考）第135回運営委員会（令和７年３月21日開催）資料



【健康課題等】

・悪性新生物の年齢調整後１人当たり医療費（部位別に見ても多くの部位）が全国平均よりも高い。

・悪性新生物を含め、多くの疾患の発症リスクを高める喫煙の習慣がある者の割合が全国平均よりも高い。

・都道府県別の「大腸がん年齢調整死亡率（2023年、75歳未満）」について、全国平均と比較して、

青森県男性は1.41倍、女性は約1.55倍、長崎県男性は1.12倍（女性は0.89倍）高い（※）。

※出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（人口動態統計）

令和７年度支部保険者機能強化予算を活用した主な取組のご紹介

青森支部・長崎支部

【対策①：がんの早期発見・早期治療の推進（要精密検査等の判定を受けた方を対象とした受診勧奨（※）】

・便潜血反応検査で要精密検査等と判定された全ての方に、健診実施機関が健診受診者に後日送付する健

診結果に、早期発見・早期治療の重要性等を訴求したリーフレットを同封（青森支部）

・便潜血反応検査で要精密検査等の判定を受けた方であって、レセプトから医療機関への受診が確認でき

ない方に対し、早期発見・早期治療の重要性等を訴求したリーフレットを送付（長崎支部）

※肺の悪性新生物等の早期発見・早期治療を促す取組として、令和７年10月より胸部エックス線検査で要精密検査等の判定を受けた方であって、
レセプトから医療機関への受診が確認できない方に対する受診勧奨を全支部で実施（保険者努力重点支援プロジェクトの取組の全国展開）

【対策②：喫煙対策（喫煙者や事業所への働きかけ）】

・喫煙習慣があり、かつ中学生以下の子どもを養育する方に、禁煙によるメリット、望まない受動喫煙に

より生じる影響等を主訴としたリーフレットを送付（青森支部）

・健康宣言事業所を中心に、受動喫煙防止を主訴としたポスターを配布し、事業所（喫煙所）内での掲示

を働きかけ（長崎支部）
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【健康課題等】

・精神及び行動の障害の年齢調整後１人当たり医療費が全国平均よりも高い。

・睡眠で休養が取れていない者の割合（地域差指数-1）が全国平均よりも高い。

広島支部

【対策：セミナー等の開催】

・睡眠改善及び精神疾患の発症予防をテーマとしたセミナー（事業主及び事業所の健康づくり担当者を対

象）の開催

・健康宣言事業所を対象としたメンタルヘルス講座の開催（100社超の事業所を対象に実施予定）
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